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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 41,559 △5.7 363 88.7 2,020 30.6 1,620 20.1
21年3月期 44,056 △2.8 192 ― 1,546 ― 1,349 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 27.79 ― 12.1 5.2 0.9
21年3月期 23.14 ― 10.1 3.7 0.4

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  1,971百万円 21年3月期  1,701百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 39,006 14,381 36.4 243.30
21年3月期 38,479 12,894 33.0 217.78

（参考） 自己資本   22年3月期  14,181百万円 21年3月期  12,699百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 448 76 △571 3,502
21年3月期 1,923 956 △4,154 3,326

2.  配当の状況 

（注）現時点では平成23年３月期の期末配当を未定とさせていただきます。（「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」欄参照） 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年3月期 
（予想）

― 0.00 ― ― ― ―

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

17,300 △4.6 △850 ― △350 ― △700 ― △12.01

通期 42,000 1.1 400 10.1 2,200 8.9 1,700 4.9 29.17



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、26ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 58,478,218株 21年3月期 58,478,218株

② 期末自己株式数 22年3月期  189,887株 21年3月期  163,276株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 36,141 △7.9 25 △71.9 1,054 △0.6 920 △9.5

21年3月期 39,220 9.4 89 ― 1,060 ― 1,017 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 15.79 ―

21年3月期 17.44 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 32,871 10,615 31.7 179.03
21年3月期 32,637 9,514 28.6 159.97

（参考） 自己資本 22年3月期  10,435百万円 21年3月期  9,328百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．上記の予想は、本資料の発表時現在において、入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後さまざまな要因によって予想数値と
異なる場合があります。 
２．平成23年３月期末の配当予想額につきましては、現時点では未定とさせていただき、今後、配当予想を決定しましたら、速やかに開示いたします。
（「１．経営成績 （3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当」４ページをご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

14,800 △5.2 △1,050 ― △450 ― △750 ― △12.87

通期 36,800 1.8 100 297.2 1,100 4.3 700 △24.0 12.01



(1）経営成績に関する分析 

（経営成績）  

当連結会計年度におけるわが国経済は、一部に景気回復の兆しが見られるものの、雇用・所得環境の悪化傾向が続

くなど、引き続き厳しい状況にあります。スポーツアパレル業界におきましても、健康に対する意識の向上によりス

ポーツへの関心は高まってはおりますが、消費マインドの冷え込みや消費者の節約志向が根強いため個人消費の低迷

が続き、依然として厳しい経営環境が続いております。  

このような経営環境の中、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用会社）は当連結会計年度を最終年度

とする中期経営計画に基づき経営構造改革に全力をあげて取り組んでおります。販売ロスを削減するため、市場へ早

期投入しながらも総供給量は抑制したことにより前期に比べ減収となりましたが、調達手法改革による商品原価率低

減等により営業利益、経常利益ともに増益となりました。 

ブランド事業といたしましては、アスレチックスタイル事業におきまして、ブランド訴求の強化と収益力回復に取

り組んでおります。「チャンピオン」ブランドについては、店頭管理型、実需型ビジネスモデルへの業態転換を推進

中であり、本年はスウェットなどのアメリカンカジュアルのイメージをコンセプトにした直営店舗およびショップイ

ンショップの出店を予定しております。「エレッセ」ブランドについては、ウィメンズスポーツスタイルを軸に店頭

基点の事業構造改革を遂行中であります。また、「スピード」ブランドについては、国際水泳連盟の水着規定が変更

された影響による買い控えもありましたが、１月には、新規定に適合した『スピード・レーザー・レーサー・エリー

ト』を他社に先駆けて市場に投入し、競泳水着市場の活性化を図りました。また、トレーニングにも対応する水陸両

用型アイテムとして提案した『スワイム』シリーズも堅調に推移しています。 

アウトドアスタイル事業におきまして、「ザ・ノース・フェイス」ブランドは、防寒および通年型のアウター類や

以前から強化してきたレディースアイテム、フットウエアが好調に推移しております。また、トレイルランニングマ

ーケットや女性マーケットといった新市場をフィールドイベントやメディアとの連動によって定着・拡大させ、新た

なアウトドアの楽しみを提案しております。 

アクティブスタイル事業におきましては、ウインター関連商品が市場全体は厳しい中２期連続の黒字を達成してお

ります。さらに本年度は米国スキー見本市に出展し、北米市場での販売を開始する予定であります。また自転車、バ

イクウエアなどの通年型商品群も堅調に推移しております。 

また、一般医療機器として厚生労働省に届け出、受理されたコンプレッションアンダーウエア「Ｃ３ｆｉｔ（シー

スリーフィット）」が６月の発売開始以来大きな反響を呼び、展開店舗数および売上高ともに順調に推移しておりま

す。 

さらに昨年秋以降、着るだけで汗のニオイと加齢臭をしっかり消臭する『マキシフレッシュプラス』に高い保温機

能を加えたアンダーウエアを、全社横断型商品として「ザ・ノース・フェイス」、「ヘリーハンセン」、「エレッ

セ」、「カンタベリー」の４ブランドで展開し、堅調に推移しております。さらに、大好評を得た『マキシフレッシ

ュプラス』の消臭・吸汗・速乾機能に、要望の多かった「コットンの肌触り／毎日着られるリーズナブルなプライ

ス」を加え、幅広い層のお客様にお買い求めいただくことを目指した春夏向け新製品を開発、「ＭＸＰ（エムエック

スピー）」ブランドとして積極的に拡販予定であります。 

これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高 百万円（前年同期比5.7％減）、営業利益 百万円（前年

同期比88.7％増）、経常利益 百万円（前年同期比30.6％増）、当期純利益 百万円（前年同期比20.1％増）

となりました。 

  

 （次期の見通し） 

今後の見通しにつきましては、一部に回復の兆しが見られるものの、雇用情勢や個人所得の回復までは至らず、企

業にとっては厳しい状況が続くものと思われます。 

このような中、当社グループといたしましては、本年度新たに中期経営計画を策定いたしました。中長期の経営ビ

ジョンとして「収益力の強化・安定化を背景に、事業運営体制とビジネスモデルの刷新を実行することにより、会社

の持続的成長を目指す。」を掲げ、①収益力の強化、②財務体質の強化、③成長戦略の推進、④ビジネスモデルの刷

新 を遂行すべくグループを挙げて取り組んで行く所存でございます。 

 通期の連結業績につきましては、売上高42,000百万円、営業利益400百万円、経常利益2,200百万円、当期純利益

1,700百万円を予想しております。 

  

１．経営成績

41,559 363

2,020 1,620



(2）財政状態に関する分析 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は3,502百万円となり、前連結会計年度末より175百万円増加致しま

した。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは 百万円（前連結会計年度比1,474百万円の減少）となりました。

主な収入要因は、税金等調整前当期純利益 百万円の計上のほか、利息・配当金の受取額1,136百万円、減価償却

費の計上746百万円がありましたが、たな卸資産の増加や仕入債務の減少等により、前連結会計年度比減少いたしま

した。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）   

投資活動の結果得られたキャッシュ・フローは 百万円（前連結会計年度比879百万円の減少）となりました。こ

れは主に、定期預金の払戻収入による増加等によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは571百万円（前連結会計年度比3,582百万円の減少）となりました。

これは主に、社債の償還による支出によるものであります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（注５）平成20年３月期の債務償還年数、インタレスト・カバレッジ・レシオについては営業キャッシュ・フローが

マイナスの為記載しておりません。 

   

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主各位に対する利益還元が企業として最重要課題の一つであることを常に認識し、財務体質と

経営基盤の強化を図るとともに、株主各位に対し安定的な配当を継続することを基本としております。 

しかしながら、当社グループをとりまく環境は依然として厳しく、また当期の業績に鑑み、株主の皆様には誠に遺

憾ではございますが、引き続き無配とさせていただく予定であります。なお、次期につきましては、経営環境の先行

きが不透明なため、現時点では未定とさせていただき、今後の業績動向を勘案し、見通しが明らかとなった時点で改

めて公表させていただきます。 

  

(4）事業等のリスク 

当社グループの経営成績、株価および財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり

ます。なお、記載内容のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

  

448

1,885

76

  平成18年3月期 平成19年3月期平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期

 自己資本比率(％) 34.5 35.9 30.6 33.0  36.4 

 時価ベースの自己資本比率(％) 43.8 24.5 26.1 19.2  28.5 

 債務償還年数(年) 15.0 10.8 － 5.4  22.0 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍） 
3.3 4.7 － 6.2  1.4 



１．調達に関するリスク 

①  製品調達等海外事業活動に伴うリスク 

当社グループの製品調達の多くは、競争力のある製品調達を目的に中国を主として、ベトナム・タイ等の海外

調達に依存しております。また、イタリアを中心としたヨーロッパ各国・中国・韓国等におきましても海外事業

活動を行っており、各国での政治および経済情勢の変化・予期しない法律改正・未整備の技術・インフラなどの

原因で事業遂行に問題が生じる可能性があります。 

②  為替レート変動に伴うリスク 

当社グループの製品調達は、海外生産比率が高く、為替レートの変動は外貨建ての直接取引および商社等を経

由する間接取引の製品調達に影響を及ぼす可能性があります。 

為替レートの変動リスクを回避するために為替予約取引等の手段を講じておりますが今後の為替レートの変動

によっては、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

③  製造物責任に関するリスク 

当社グループは、品質管理基準に従って生産および仕入を行っております。しかしながらすべての製品に不良

がなく、製造物責任賠償が発生しないという保証はありません。 

製造物責任賠償については保険に加入しておりますが、製造物責任問題の発生で企業責任を問われることによ

る社会的評価の低下は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

２．有利子負債依存度および金利変動リスク 

当社グループの直近２期の期末有利子負債残高及び総資産に占める割合は下表のとおりであります。今後も引き

続き効率経営を推進し、有利子負債の削減による財務体質の強化に努めてまいりますが、金利動向等の金融情勢の

変化があった場合や計画どおりの資金調達ができない場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

３．退職給付債務に関するリスク 

当社グループは日本の会計基準に従い、未積立の退職給付債務を処理していますが、退職給付債務等の計算の基

礎に関する事項（割引率、期待運用収益率等）について再検討する必要が生じる可能性および今後年金資産の運用

環境の悪化等から数理計算上の差異が発生する可能性があります。この場合、未積立退職給付債務の増加等、費用

処理される債務金額が増加することにより当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

４．個人情報の取扱いに係るリスク 

当社グループは売上の一部を通信販売によっていることから、顧客の個人情報を保有しております。個人情報に

ついては社内管理体制を整備し、情報管理への意識を高めるとともに、安易に情報が漏洩することの無いように、

取り扱いには留意しております。 

しかしながら、外部からのハッキングなど、不測の事態により、万が一、個人情報が外部に漏洩するような事態

となった場合には当社グループの信用失墜による売上の減少、または損害賠償による費用の発生等が起こることも

考えられ、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５．固定資産の減損に係るリスク 

当社グループが保有する固定資産について、資産の収益性低下等により投資額の回収が見込めなくなる可能性が

あります。これに伴い「固定資産の減損に係る会計基準」に規定される減損処理が必要になった場合には、当社グ

ループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

６．財政状態および経営成績の変動要因に伴うリスク 

当社グループの過去の財政状態および経営成績において、不採算事業からの撤退による事業整理損、取引先等の

業況悪化に伴う債権償却引当損、株価の大幅な下落による投資有価証券評価損等の計上が大きな影響を及ぼしてき

ました。 

  平成21年３月期   平成22年３月期   

  （単位：百万円） 構成比(％) （単位：百万円） 構成比(％) 

期末有利子負債残高 10,462 27.2 9,895  25.4  

総資産 38,479 100.0   39,006 100.0  



当社グループは、キャッシュ・フロー重視の経営により財務体質の強化を図り、効率経営を推進すべく不採算事

業・店舗の整理・撤退、売上債権・在庫の圧縮等に努めてまいりましたが、今後将来においてさらなる損失の計上

が発生しないとの保証はなく、当社グループの業績に悪影響を及ばす可能性があります。 

  

７．他社との提携に関するリスク 

当社グループは、シナジー効果による市場での優位性を確保するために技術提携およびコラボレーション等共同

での活動を行っております。今後も継続していく予定でありますが、当事者間において市場や事業運営等につき大

きな見解の相違が生じた場合は当該事業の継続が困難になり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

８．消費者の嗜好の変化ならびに気象状況などによるリスク 

当社グループが扱う商品は景気の変動による個人消費の動向、そして消費者の嗜好の変化に影響を受けやすく、

また特定の季節に利用される商品においては、天候不順、暑さ寒さなど気象条件が、大きく売上に影響を及ぼす可

能性があります。 

   



 当社の企業集団は、当社、子会社１２社、関連会社３社で構成され、主として繊維製品を中心に各種スポーツ用品の

製造・販売を行っているほか、ゴルフ場の運営などのその他事業を展開しております。  

 当社グループの事業に係わる各社の位置づけ系統図は次の通りです。 

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針、(2）目標とする経営指標は、平成21年３月期決算短信（平成21年５月15日開示）に

より開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略しております。  

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

 http://www.goldwin.co.jp/corp/ir/pdf/090515_tanshin.pdf  

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ） 

 http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

顧客や市場の変化に柔軟に対応して、ブランド事業の収益基盤を強化し、企業価値を高めるべく取り組んでおり

ます。顧客基点のさらなる強化戦略として、次の戦略を掲げています。 

  

長期的な経営戦略は上記のとおりでありますが、当社は、このたび、平成23年３月期（第60期）を初年度とする

平成25年３月期（第62期）までの中期経営計画を策定いたしました。 

基本方針「収益力の強化・安定化を背景に、事業運営体制とビジネスモデルの刷新を実行することにより、会社

の持続的成長を目指す。」に基づき、重点課題として以下の施策を遂行すべくグループ全社を挙げて取り組んでい

きます。 

３．経営方針

① 

  

  

マルチブランド戦略 

  

  

： 

  

  

単一ブランドでは出来ない新しい市場を創造し、カテゴリー分類別にマルチブランド

戦略を実践し、スポーツスタイルの提案を強化します。 

  

② 

  

  

自主管理売場の強化 

  

  

： 

  

 

小売機能の強化を図り、直営店の連結売上構成比を拡大し、消費者ニーズを直接・間

接的に汲み上げると同時にクリエイティブな提案を積極的に行います。  

  

③ 

  

  

  

商品力の優位性の確

立 

  

  

： 

  

  

  

各分野において、今まで以上に世界でもトップクラスの高機能・高品質を誇れる製品

を開発し、市場においてもお客様にとっても絶対必要なブランドとしての地位を確立

します。  

  

④ 

  

  

  

グローバル市場への

挑戦 

  

  

： 

  

  

  

国内のみならず海外市場においても、当社グループの商品力の優位性を背景に、オリ

ジナルブランドを世界で展開していくための戦略の構築、布石に積極的に取り組んで

いきます。 

  

⑤ 

  

  

  

  

ＣＳＲ・コンプライ

アンス体制 

  

  

  

： 

  

  

  

  

社会の中で信頼の置ける必要な会社であると認められるためには、取扱商品への高い

ニーズ・信頼性にはじまり、企業倫理・法令遵守はもとより、環境問題への積極的な

取り組み、さらには当社グループとしての独自の社会貢献活動が今後の取り組み課題

となります。 

  

(1) 

  

  

収益力の強化 

① 黒字事業の収益拡大 

② 赤字事業の収益事業化 

(2) 

  

  

財務体質の強化 

① 資本強化 

② 自己資本比率向上 

(3) 

  

  

  

  

成長戦略の推進 

① マルチブランド戦略遂行によるシナジー創出と商圏拡大 

② 自主店頭管理に基づく実需型ビジネスへの業態転換の徹底 

③ 新規事業の開発（商材開発、ブランド開発、ビジネスモデル開発） 

④ 海外戦略（スキービジネスの欧米展開強化、アジアにおける海外事業の強化） 

(4) 

  

  

その他課題  

① 人事制度改革 

② 新基幹システムの導入 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,825 4,169

受取手形及び売掛金 9,352 9,208

商品及び製品 7,069 7,239

仕掛品 69 89

原材料及び貯蔵品 777 805

その他 1,419 1,351

貸倒引当金 △32 △30

流動資産合計 22,481 22,834

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,365 2,194

機械装置及び運搬具（純額） 90 69

土地 1,247 1,210

リース資産（純額） 169 390

その他（純額） 87 84

有形固定資産合計 3,960 3,948

無形固定資産   

商標権 1,179 792

その他 186 192

無形固定資産合計 1,365 984

投資その他の資産   

投資有価証券 6,394 7,063

長期貸付金 118 80

差入保証金 2,937 3,062

破産更生債権等 155 166

その他 1,435 1,203

貸倒引当金 △368 △338

投資その他の資産合計 10,671 11,237

固定資産合計 15,998 16,171

資産合計 38,479 39,006



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,320 9,419

短期借入金 1,978 2,628

1年内償還予定の社債 1,230 140

1年内返済予定の長期借入金 1,890 2,520

リース債務 39 102

未払金 720 736

未払法人税等 110 143

未払消費税等 142 121

未払費用 360 387

賞与引当金 463 532

返品調整引当金 318 296

その他 147 117

流動負債合計 17,722 17,144

固定負債   

社債 140 －

長期借入金 5,223 4,607

リース債務 142 322

繰延税金負債 70 182

退職給付引当金 1,719 1,859

その他 566 508

固定負債合計 7,862 7,479

負債合計 25,585 24,624

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,329 10,329

資本剰余金 8 8

利益剰余金 3,834 5,454

自己株式 △38 △43

株主資本合計 14,134 15,749

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 20 201

繰延ヘッジ損益 △35 △25

為替換算調整勘定 △1,419 △1,744

評価・換算差額等合計 △1,434 △1,567

新株予約権 185 180

少数株主持分 9 19

純資産合計 12,894 14,381

負債純資産合計 38,479 39,006



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 44,056 41,559

売上原価 27,310 24,522

売上総利益 16,746 17,036

返品調整引当金戻入額 91 22

差引売上総利益 16,837 17,058

販売費及び一般管理費 16,645 16,695

営業利益 192 363

営業外収益   

受取利息 42 36

受取配当金 37 29

受取ロイヤリティー 56 28

持分法による投資利益 1,701 1,971

その他 149 118

営業外収益合計 1,987 2,184

営業外費用   

支払利息 303 305

手形売却損 69 45

為替差損 112 77

その他 147 99

営業外費用合計 632 527

経常利益 1,546 2,020

特別利益   

固定資産売却益 421 0

貸倒引当金戻入額 156 21

新株予約権戻入益 － 5

その他 50 1

特別利益合計 628 28

特別損失   

固定資産処分損 15 7

減損損失 127 82

店舗閉鎖損失 59 26

ブランド整理損 306 －

特別退職金 85 36

その他 35 9

特別損失合計 629 162

税金等調整前当期純利益 1,545 1,885

法人税、住民税及び事業税 195 281

法人税等調整額 － △20

法人税等合計 195 261

少数株主利益 0 4

当期純利益 1,349 1,620



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 10,321 10,329

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 8 －

当期変動額合計 8 －

当期末残高 10,329 10,329

資本剰余金   

前期末残高 5,532 8

当期変動額   

欠損填補 △5,532 －

新株の発行（新株予約権の行使） 8 －

当期変動額合計 △5,524 －

当期末残高 8 8

利益剰余金   

前期末残高 △3,047 3,834

当期変動額   

欠損填補 5,532 －

当期純利益 1,349 1,620

当期変動額合計 6,882 1,620

当期末残高 3,834 5,454

自己株式   

前期末残高 △28 △38

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △5

当期変動額合計 △10 △5

当期末残高 △38 △43

株主資本合計   

前期末残高 12,777 14,134

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △5

新株の発行（新株予約権の行使） 17 －

当期純利益 1,349 1,620

当期変動額合計 1,356 1,615

当期末残高 14,134 15,749

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 624 20

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △604 180

当期変動額合計 △604 180

当期末残高 20 201



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △51 △35

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16 10

当期変動額合計 16 10

当期末残高 △35 △25

為替換算調整勘定   

前期末残高 601 △1,419

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,021 △324

当期変動額合計 △2,021 △324

当期末残高 △1,419 △1,744

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,174 △1,434

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,609 △133

当期変動額合計 △2,609 △133

当期末残高 △1,434 △1,567

新株予約権   

前期末残高 171 185

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14 △5

当期変動額合計 14 △5

当期末残高 185 180

少数株主持分   

前期末残高 7 9

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 9

当期変動額合計 1 9

当期末残高 9 19

純資産合計   

前期末残高 14,130 12,894

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △5

新株の発行（新株予約権の行使） 17 －

当期純利益 1,349 1,620

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,592 △128

当期変動額合計 △1,235 1,486

当期末残高 12,894 14,381



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,545 1,885

減価償却費 706 746

持分法による投資損益（△は益） △1,701 △1,971

投資有価証券評価損益（△は益） 25 3

退職給付引当金の増減額（△は減少） 29 140

減損損失 127 82

貸倒引当金の増減額（△は減少） △154 △32

受取利息及び受取配当金 △80 △66

支払利息 303 305

固定資産処分損益（△は益） △406 7

売上債権の増減額（△は増加） 497 253

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,092 △180

仕入債務の増減額（△は減少） △400 △976

その他 △32 △263

小計 1,550 △65

利息及び配当金の受取額 1,217 1,136

利息の支払額 △311 △320

法人税等の支払額 △201 △302

訴訟和解金の支払額 △332 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,923 448

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,593 △1,536

定期預金の払戻による収入 1,667 1,972

固定資産の取得による支出 △198 △145

固定資産の売却による収入 1,098 0

投資有価証券の取得による支出 △14 △33

投資有価証券の売却による収入 38 4

差入保証金の差入による支出 △43 △177

その他 1 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー 956 76

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △800 650

長期借入れによる収入 3,250 2,150

長期借入金の返済による支出 △3,463 △2,136

社債の償還による支出 △3,110 △1,230

リース債務の返済による支出 △33 △49

その他 2 43

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,154 △571

現金及び現金同等物に係る換算差額 △17 5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,292 △40

現金及び現金同等物の期首残高 4,619 3,326

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 216

現金及び現金同等物の期末残高 3,326 3,502



該当事項はありません。 

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自  平成20年４月１日 
至  平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社数  10社 

主要な連結子会社の名称  

㈱ゴールドウインテクニカルセンター 

㈱イー・エス・ジー  

㈱ゴールドウインロジテム  

㈱ゴールドウインエンタープライズ 

㈱ゴールドウイントレーディング 

北京奥冠英有限公司 

㈱シークラフト 

㈱カンタベリー オブ ニュージーランド ジャパン 

㈱テイースポーツ 

(協）富山県ニット工業センター   

なお、前連結会計年度において連結

子会社でありました㈱ウエザーステー

ションおよび㈱ジーパーソンは平成20

年４月１日付で当社と吸収合併により

消滅したため、連結の範囲から除いて

おります。 

また、清算手続中でありました㈱シ

ークラフトおよび㈱テイースポーツは

平成21年５月29日に清算結了いたしま

した。  

(1）連結子会社数  ９社 

主要な連結子会社の名称  

㈱ゴールドウインテクニカルセンター 

㈱イー・エス・ジー  

㈱ゴールドウインロジテム  

㈱ゴールドウインエンタープライズ 

㈱ゴールドウイントレーディング 

北京奥冠英有限公司 

㈱カンタベリー オブ ニュージーランド ジャパン 

(協）富山県ニット工業センター   

㈱ナナミカ  

従来、持分法適用会社でありました

株式会社ナナミカは重要性が増したた

め、当連結会計年度より、連結の範囲

に含めております。  

また、前連結会計年度において連結

子会社でありました株式会社シークラ

フトおよび株式会社テイースポーツは

当連結会計年度において特別清算が結

了したため、連結の範囲から除外して

おります。 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱ナナミカ 

GOLDWIN EUROPE S.R.L. 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

GOLDWIN EUROPE S.R.L. 

  （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社（４社）はいずれも

小規模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）

および利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためで

あります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社（３社）はいずれも

小規模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）

および利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためで

あります。 



項目 
前連結会計年度

（自  平成20年４月１日 
至  平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社および関

連会社数 ３社 

主要な会社名 

（非連結子会社） 

㈱ナナミカ 

（関連会社） 

GOLDWIN KOREA Corporation 

ゴールドウイン開発㈱ 

なお、前連結会計年度において持

分法適用会社でありました㈱パシフ

ィッククロージングは平成20年９月

の清算結了に伴い、持分法適用会社

から除いております。 

(1）持分法適用の関連会社数 ２社 

主要な会社名 

GOLDWIN KOREA Corporation 

ゴールドウイン開発㈱ 

なお、前連結会計年度において持

分法適用会社でありました株式会社

ナナミカは重要性が増したため、当

連結会計年度より、連結の範囲に含

めております。 

  (2）持分法を適用していない非連結子会

社（GOLDWIN EUROPE S.R.L.ほか２社）

および関連会社（ゴールドウインアパ

レル(協)）は、それぞれ当期純損益

（持分に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、全体としても重要な影響

を及ぼしていないため、持分法の適用

範囲から除外しております。    

(2）            同左 

  (3）持分法適用会社のうち、GOLDWIN  

KOREA Corporationの決算日は12月31日

であり、持分法適用にあたっては同決

算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。 

(3）            同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち北京奥冠英有限公司

の決算日は、12月31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、同

決算日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っており

ます。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ  有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…… 

当連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

イ  有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…… 

同左 

  時価のないもの…… 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの…… 

同左 



項目 
前連結会計年度

（自  平成20年４月１日 
至  平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日） 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

ロ  デリバティブ…… 

時価法によっております。 

ロ  デリバティブ…… 

同左 

  ハ  たな卸資産…… 

主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。 

  

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日公表分）を

適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益お

よび税金等調整前当期純利益に与える

影響はそれぞれ軽微であります。 

ハ  たな卸資産…… 

主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。 

  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

イ  有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）…… 

定額法を採用しております。 

イ  有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）…… 

定額法を採用しております。 

  その他の有形固定資産…… 

定率法を採用しております。 

但し、国内連結子会社１社および

在外連結子会社１社は定額法によっ

ております。 

その他の有形固定資産…… 

定率法を採用しております。 

但し、国内連結子会社１社および

在外連結子会社１社は定額法によっ

ております。 

  少額減価償却資産…… 

取得価額が 万円以上 万円未満

の資産については、３年均等償却を

しております。 

10 20

少額減価償却資産…… 

取得価額が 万円以上 万円未満

の資産については、３年均等償却を

しております。 

10 20

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

  建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～12年

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～12年

  ロ  無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウエア（自社利用）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

ロ  無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウエア（自社利用）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

  ハ  リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。  

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。  

ハ  リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。  

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。  



項目 
前連結会計年度

（自  平成20年４月１日 
至  平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ  貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率または債務

者区分に応じて計上しており、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

イ  貸倒引当金 

同左 

  ロ  賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額に基づき当連結会計年度負

担額を計上しております。 

ロ  賞与引当金 

同左 

  ハ  返品調整引当金 

製品および商品の返品による損失に

備えるため、過去における返品実績を

基準として計上しております。 

ハ  返品調整引当金 

同左 

  ニ  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、数理計算上の差

異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（12年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 

ニ  退職給付引当金 

同左 

    （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号 平成20年７月

31日）を適用しております。 

これによる営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益に与える影響

はありません。  

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産、負債および収

益、費用は在外子会社等の決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は「純資産の部」における為替換算調整

勘定および少数株主持分に含めておりま

す。 

同左 



項目 
前連結会計年度

（自  平成20年４月１日 
至  平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

①  ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

ただし、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引について特例処

理を、振当処理の要件を満たしている

為替予約取引について振当処理を採用

しております。 

①  ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利キャップ取引、金

利スワップ取引、為替

予約取引 

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…借入金利息、外貨建予

定取引 

ヘッジ対象…同左 

  ③  ヘッジ方針 

金利リスクおよび為替変動リスクの

低減のため、対象債権債務の範囲内で

ヘッジを行っております。 

③  ヘッジ方針 

同左 

  ④  ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動を比較

し、相関性を見て有効性を評価してお

ります。 

④  ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ  消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

イ  消費税等の会計処理 

同左 

  ロ  連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

ロ  連結納税制度の適用 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

同左 

６．のれんおよび負ののれん

の償却に関する事項 

のれんの償却については、発生年度以

後５年間の均等償却を行っております。

ただし、金額の僅少な場合には、発生時

に損益として処理しております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



  

  

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自  平成20年４月１日 
至  平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース会計に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））および「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年３月

30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

  なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

  これによる損益に与える影響は軽微であります。 

─────  

  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自  平成20年４月１日 
至  平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規制

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、

前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び

製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞれ

百万円、 百万円、 百万円であります。 

  

（連結損益計算書）  

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「手形売却損」および「為替差

損」（前連結会計年度はそれぞれ 百万円、 百万円）

は、重要性が増加したことから、区分掲記しました。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローに掲記していた「固定資産処分損」および

「その他」に含まれている固定資産売却益（ 百万円）

は、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い、比較可能性

を向上するため、当連結会計年度より「固定資産処分損

益（△は益）」に区分掲記しております。 

8,369

94 600

64 6

8

（連結貸借対照表） 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（連結損益計算書）  

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「ブラン

ド整理損」（当連結会計年度は 百万円）は、特別損失の

総額の100分の10以下となったため、特別損失の「その

他」に含めて表示することにしました。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

────── 

  

  

3



  

(8）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

※１  このうち下記資産は、長期借入金（１年内返済予

定を含む） 百万円、割引手形 百万円の担保に

供しております。 

826 78

※１  このうち下記資産は、短期借入金 百万円、長期

借入金（１年内返済予定を含む） 百万円およ

び割引手形 百万円の担保に供しております。 

900

1,167
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    建物 百万円1,075 （期末簿価） 

    土地 百万円697 （   〃   ） 

    投資有価証券 百万円1,260 （   〃   ） 

      計 百万円3,032   

    建物 百万円1,021 （期末簿価） 

    土地 百万円697 （   〃   ） 

    投資有価証券 百万円1,609 （   〃   ） 

      計 百万円3,328   

 ※２ 有形固定資産減価償却累計額 百万円6,229  ※２ 有形固定資産減価償却累計額 百万円6,498

※３  非連結子会社および関連会社にかかる注記 

各科目に含まれている非連結子会社および関連会

社に対するものは次のとおりであります。 

※３  非連結子会社および関連会社にかかる注記 

各科目に含まれている非連結子会社および関連会

社に対するものは次のとおりであります。 

  投資有価証券（株式） 百万円4,631

  投資その他の資産その他 
百万円330

  （出資金） 

  投資有価証券（株式） 百万円4,978

  投資その他の資産その他 
百万円422

  （出資金） 

 ４  偶発債務  ４  偶発債務 

（保証債務） 

連結会社以外の会社のリース会社との取引に対

し、債務保証を行っております。 

（受取手形割引高等） 

  ㈱ナナミカ    百万円20

  受取手形割引高 百万円905

  信託等による売掛債権譲渡高 百万円2,194

（受取手形割引高等） 

  受取手形割引高 百万円760

   信託等による売掛債権譲渡高 百万円1,271



（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自  平成20年４月１日 
至  平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日） 

※１  販売費および一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

※１  販売費および一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

  広告宣伝費 百万円2,890

  役員報酬及び給与手当 百万円5,722

  賃借料 百万円2,570

  賞与引当金繰入額 百万円350

  退職給付費用 百万円238

  広告宣伝費 百万円2,786

  役員報酬及び給与手当 百万円5,853

  賃借料 百万円2,474

  賞与引当金繰入額 百万円413

  退職給付費用 百万円272

※２  一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費 

  百万円460

※２  一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費 

  百万円406

※３  固定資産売却益の内容 ※３  固定資産売却益の内容 

    建物・土地 百万円387

    その他 百万円34

      計 百万円421

    機械装置及び運搬具 百万円0

※４  固定資産処分損の内容 ※４  固定資産処分損の内容 

    機械装置及び運搬具 百万円0

    その他 百万円15

      計 百万円15

    建物及び構築物 百万円6

    機械装置及び運搬具 百万円0

    その他 百万円0

      計 百万円7

 ※５  ブランド整理損 

ブランドの廃止に伴う商品廃棄等による損失であ

ります。 

※５        ────── 

  

 ※６  減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しております。 

当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎

としてグルーピングし、遊休資産については個々の

資産ごとに減損の検討を行っております。なお、店

舗については各店舗を基礎としてグルーピングを行

っております。 

減損は業務不振や時価の低下を要因としており、

採算の悪化している店舗の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、遊休資産・売却予定資産については不

動産鑑定評価基準に基づく不動産鑑定士からの評価

まで減額し、当該減少額を減損損失（ 百万円）と

して特別損失に計上いたしました。その内訳は、建

物及び構築物 百万円、土地 百万円、リース 百

万円、その他 百万円であります。  

場所 用途 種類  

 東京都豊島区等  営業店舗   建物及びリース等

 富山県小矢部市  遊休資産   建物及び土地  

 富山県小矢部市  売却予定資産  建物及び土地 

127

33 23 66

4

 ※６  減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しております。 

当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎

としてグルーピングし、遊休資産については個々の

資産ごとに減損の検討を行っております。なお、店

舗については各店舗を基礎としてグルーピングを行

っております。 

減損は業務不振や時価の低下を要因としており、

採算の悪化している店舗の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、売却予定資産については売却予定額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（ 百万円）とし

て特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物

及び構築物 百万円、土地 百万円、リース 百万

円、その他 百万円であります。  

場所 用途 種類  

 栃木県宇都宮市等 営業店舗   リース等 

 埼玉県加須市  売却予定資産   建物及び土地  
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27 36 16

1



前連結会計年度（自  平成20年４月１日  至  平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）１．普通株式の発行済株式の株式数の増加37千株は、ストック・オプションの行使による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加38千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  （注）１  58,441  37  －  58,478

合計  58,441  37  －  58,478

自己株式                        

普通株式  （注）２  124  38  －  163

合計  124  38  －  163

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  185

合計 －  －  －  －  －  185



当連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加26千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

   

   

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  58,478  －  －  58,478

合計  58,478  －  －  58,478

自己株式                        

普通株式  （注）１  163  26  －  189

合計  163  26  －  189

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  180

合計 －  －  －  －  －  180

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自  平成20年４月１日 
至  平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在） 

  現金及び預金勘定 百万円3,825

  預入期間が３ヵ月を超える定期預金 百万円△498

  現金及び現金同等物 百万円3,326

  現金及び預金勘定 百万円4,169

  預入期間が３ヵ月を超える定期預金 百万円△667

  現金及び現金同等物 百万円3,502



前連結会計年度（自平成20年４月１日  至平成21年３月31日）および当連結会計年度（自平成21年４月１日  

至平成22年３月31日） 

スポーツ用品関連事業の売上高、営業利益および資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益お

よび全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自平成20年４月１日  至平成21年３月31日）および当連結会計年度（自平成21年４月１日  

至平成22年３月31日） 

本邦の売上高および資産の金額は、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自平成20年４月１日  至平成21年３月31日）および当連結会計年度（自平成21年４月１日  

至平成22年３月31日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



 （注）  算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

該当事項はありません。 

  

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・

オプション等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省

略しております。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自  平成20年４月１日 
至  平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円217.78

１株当たり当期純利益金額 円23.14

１株当たり純資産額 円243.30

１株当たり当期純利益金額 円27.79

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

（平成21年３月31日） 
当連結会計年度

（平成22年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  12,894  14,381

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）  195  199

（うち新株予約権）  (185)  (180)

（うち少数株主持分）  (9)  (19)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  12,699  14,181

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（千株） 
 58,314  58,288

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当期純利益（百万円）  1,349  1,620

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  1,349  1,620

期中平均株式数（千株）  58,325  58,308

（重要な後発事象）

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,817 3,074

受取手形 1,513 1,521

売掛金 8,050 7,428

商品及び製品 6,175 6,433

仕掛品 61 78

原材料及び貯蔵品 757 785

前渡金 17 60

未収入金 537 535

前払費用 897 910

その他 102 104

貸倒引当金 △64 △26

流動資産合計 20,866 20,906

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,090 996

構築物（純額） 79 73

機械及び装置（純額） 3 2

車両運搬具（純額） 1 0

工具、器具及び備品（純額） 68 57

土地 827 790

リース資産（純額） 88 308

その他（純額） 1 2

有形固定資産合計 2,160 2,230

無形固定資産   

商標権 1,179 792

ソフトウエア 0 1

施設利用権 28 29

リース資産 2 6

無形固定資産合計 1,210 829

投資その他の資産   

投資有価証券 1,740 2,062

関係会社株式 964 1,364

出資金 1 1

関係会社出資金 858 858

長期貸付金 97 66

従業員に対する長期貸付金 5 －

関係会社長期貸付金 3,917 2,727

破産更生債権等 152 166

長期前払費用 33 334

差入保証金 2,625 2,901

長期預金 800 200

その他 225 231

貸倒引当金 △3,022 △2,009



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産合計 8,400 8,904

固定資産合計 11,771 11,964

資産合計 32,637 32,871

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,983 2,951

買掛金 6,313 5,546

短期借入金 1,978 2,628

1年内償還予定の社債 1,230 140

1年内返済予定の長期借入金 1,850 2,152

リース債務 27 84

未払金 1,054 1,119

未払法人税等 82 72

未払消費税等 123 79

未払費用 245 271

預り金 29 28

賞与引当金 315 357

返品調整引当金 285 256

その他 69 46

流動負債合計 16,587 15,735

固定負債   

社債 140 －

長期借入金 4,786 4,607

リース債務 68 250

繰延税金負債 70 182

退職給付引当金 868 913

投資損失引当金 98 98

その他 502 466

固定負債合計 6,535 6,519

負債合計 23,122 22,255

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,329 10,329

資本剰余金   

資本準備金 8 8

資本剰余金合計 8 8

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △956 △36

利益剰余金合計 △956 △36

自己株式 △38 △43

株主資本合計 9,343 10,259



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 20 201

繰延ヘッジ損益 △35 △25

評価・換算差額等合計 △15 176

新株予約権 185 180

純資産合計 9,514 10,615

負債純資産合計 32,637 32,871



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 39,220 36,141

売上原価   

商品期首たな卸高 7,310 6,175

当期商品仕入高 1,180 1,912

当期製品製造原価 21,708 19,318

合計 30,199 27,406

商品期末たな卸高 6,175 6,433

売上原価合計 24,023 20,973

売上総利益 15,196 15,168

返品調整引当金戻入額 85 29

差引売上総利益 15,281 15,197

販売費及び一般管理費   

支払手数料 800 884

運賃及び荷造費 676 660

保管費 1,074 1,045

広告宣伝費 2,593 2,476

役員報酬及び給料手当 4,777 4,852

賞与引当金繰入額 307 347

退職給付費用 205 241

福利厚生費 803 766

旅費及び交通費 523 505

減価償却費 413 447

賃借料 1,859 1,793

研究開発費 205 145

その他 951 1,004

販売費及び一般管理費合計 15,191 15,172

営業利益 89 25

営業外収益   

受取利息 91 58

受取配当金 1,173 1,143

受取賃貸料 174 147

受取ロイヤリティー 179 179

その他 70 60

営業外収益合計 1,690 1,588

営業外費用   

支払利息 296 296

貸与資産減価償却費 131 130

為替差損 113 35

その他 178 96

営業外費用合計 718 558

経常利益 1,060 1,054



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 387 0

新株予約権戻入益 － 5

貸倒引当金戻入額 111 206

合併差益 106 －

その他 48 －

特別利益合計 654 211

特別損失   

固定資産処分損 2 7

関係会社株式評価損 0 0

減損損失 69 82

店舗閉鎖損失 59 26

ブランド整理損 305 －

特別退職金 69 11

その他 31 9

特別損失合計 537 137

税引前当期純利益 1,177 1,128

法人税、住民税及び事業税 160 208

法人税等調整額 － －

法人税等合計 160 208

当期純利益 1,017 920



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 10,321 10,329

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 8 －

当期変動額合計 8 －

当期末残高 10,329 10,329

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,580 8

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 8 －

準備金から剰余金への振替 △2,580 －

当期変動額合計 △2,571 －

当期末残高 8 8

その他資本剰余金   

前期末残高 2,952  

当期変動額   

欠損填補 △5,532 －

準備金から剰余金への振替 2,580 －

当期変動額合計 △2,952 －

資本剰余金合計   

前期末残高 5,532 8

当期変動額   

欠損填補 △5,532 －

新株の発行（新株予約権の行使） 8 －

当期変動額合計 △5,524 －

当期末残高 8 8

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △7,506 △956

当期変動額   

欠損填補 5,532 －

当期純利益 1,017 920

当期変動額合計 6,549 920

当期末残高 △956 △36

利益剰余金合計   

前期末残高 △7,506 △956

当期変動額   

欠損填補 5,532 －

当期純利益 1,017 920

当期変動額合計 6,549 920

当期末残高 △956 △36



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △28 △38

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △5

当期変動額合計 △10 △5

当期末残高 △38 △43

株主資本合計   

前期末残高 8,319 9,343

当期変動額   

欠損填補 － －

自己株式の取得 △10 △5

新株の発行（新株予約権の行使） 17 －

当期純利益 1,017 920

当期変動額合計 1,024 915

当期末残高 9,343 10,259

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 624 20

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △604 180

当期変動額合計 △604 180

当期末残高 20 201

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △51 △35

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16 10

当期変動額合計 16 10

当期末残高 △35 △25

評価・換算差額等合計   

前期末残高 572 △15

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △587 191

当期変動額合計 △587 191

当期末残高 △15 176

新株予約権   

前期末残高 171 185

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14 △5

当期変動額合計 14 △5

当期末残高 185 180

純資産合計   

前期末残高 9,063 9,514



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △5

新株の発行（新株予約権の行使） 17 －

当期純利益 1,017 920

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △572 185

当期変動額合計 451 1,101

当期末残高 9,514 10,615



該当事項はありません。 

  

(1）役員の異動 

①  代表者の異動 

該当事項はありません。 

  

②  その他の役員の異動（平成22年６月25日付予定） 

1.新任取締役候補 

取締役 西田 吉輝（現 当社執行役員）  

  

2.退任予定取締役 

取締役 中川 繁樹 

  

  

以  上  

   

(4）継続企業の前提に関する注記

６．その他


	㈱ゴールドウイン（8111）平成22年３月期決算短信: ㈱ゴールドウイン（8111）平成22年３月期決算短信
	- 1 -: - 1 -
	- 2 -: - 2 -
	- 3 -: - 3 -
	- 4 -: - 4 -
	- 5 -: - 5 -
	- 6 -: - 6 -
	- 7 -: - 7 -
	- 8 -: - 8 -
	- 9 -: - 9 -
	- 10 -: - 10 -
	- 11 -: - 11 -
	- 12 -: - 12 -
	- 13 -: - 13 -
	- 14 -: - 14 -
	- 15 -: - 15 -
	- 16 -: - 16 -
	- 17 -: - 17 -
	- 18 -: - 18 -
	- 19 -: - 19 -
	- 20 -: - 20 -
	- 21 -: - 21 -
	- 22 -: - 22 -
	- 23 -: - 23 -
	- 24 -: - 24 -
	- 25 -: - 25 -
	- 26 -: - 26 -
	- 27 -: - 27 -
	- 28 -: - 28 -
	- 29 -: - 29 -
	- 30 -: - 30 -
	- 31 -: - 31 -
	- 32 -: - 32 -
	- 33 -: - 33 -
	- 34 -: - 34 -
	- 35 -: - 35 -


